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はじめに 




12 回党大会で採択された政治報告（以下、第 12 回報告）における「生活の保障」に関わる記述




 なお、今回の作業に際し、第 11回報告については Đảng Cộng sản Việt Nam 2011. Văn kiện Đại hội 
Đại biểu Toàn quốc Lần thứ XI. Nhà Xuất bản Chính trị Quốc gia所収の政治報告を用い、第 12回報告




 第 11回報告では、第 7章「社会的進歩、社会的公平を効率的に実行し、それぞれの段階と発展































的に完成させる」とした上で、「人道的補助から公民の社会保障を受ける権利（quyền an sinh xã hội）





 次に、第 11回報告まで使用されてきた「飢餓撲滅・貧困削減（xóa đói, giảm nghèo）」という用











































ここまで第 11回報告 7章、第 12回報告 8章の当該部分の記述内容の比較を軸にして、第 12回
党大会政治報告における「生活の保障」に関わる議論について検討してきた。基本的な方針・政
策の継続性という観点が政治報告のベースとして通常は存在していることに留意する必要がある
が、その上で、今回の作業に基づいて以下のような基本的な方向性を看取できると考えられる。 
第 11回報告 7章では、経済開発、経済成長、労働構造の転換、労働効率の向上というような経
済発展、近代化・工業化推進という文脈に位置付ける形で、関連分野の方針をより具体的に政治
報告内に書き込もうとする傾向、姿勢が看取された。 
これに対して、第 12回報告 8章では、全体的、総合的に見て簡素で概括的な表現が多用されて
おり、社会問題の調和的な解決、貧富格差、地域間の発展格差の是正、開発に伴う農村の余剰労
働者対策など、経済開発推進的な観点というよりも社会的な観点がより強く出されていると考え
られる。また、国民の権利として「社会保障を受ける権利」を明確に位置づけるとの方針や、こ
れまで使用されてきた「飢餓撲滅」という用語の不使用に見られるように、ベトナムにおける国
民生活の保障が新たな段階に入っているとの状況認識が示されている。 
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